大正期の地方財政と地域社会-地方税納税促進と勤倹思想の涵養をめぐって- by 秋谷,紀男
大正期の地方財政と地域社会
地方税納税促進 と勤倹思想の酒養をめ ぐって
秋 谷 紀 男髄
目 次
はじめに
1.地 方財政膨張期の小川町財政
(i)日 露戦後期から大正前期の財政推移
㈹ 大正後期の財政推移
2.地 方税納税促進と地域社会
(i)地 方税の滞納と行政事務
(1])区 制の設置と納税促進
㈹ 地方改良運動と報徳会
(切 風俗改善運動と民力酒養運動
おわりに
は じ め に
日露戦争後,国 家財政は軍備拡張,鉄 道国有化などの戦後経営のために膨
張した。 また,日 露戦争の戦費調達のための外債と内債発行(')および間接税
中心の課税(2)に'よるインフレーションも加わって国民の生活は一層苦 しいも
のとな った。政府は教育をはじめとする産業政策,社 会政策に関連 した行政
事務を地方に押 し付けることによって,国 家財政の逼迫を回避 しようとし
た(3)。このだめ,大 正期に地方財政は膨張することになり,地 方財政は極め
て困難な状況に陥った。各 自治体では膨張する地方財政に対 して,中 心的財
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源たる地方税の滞納防止に積極的に取 り組まなければならな くなったのである。
本稿では,日 露戦後期から大正期に至る地方財政の推移と行政事務の実態
について埼玉県比企郡小川町④を事例として考察する。さらに,行 政がこの
時期に行 った地方税滞納対策および納税推進策について触れるとともに,納
税促進のための勤倹思想および納税思想の酒甕が如何に展開されたかについ
て分析を加える。 とくに,明 治末期から大正期においては,内 務省を中心と
して地方改良運動や民力酒甕運動(5)が展開された。本稿では,こ れ らの運動
が地方税の納税促進および納税思想の酒甕にどのように影響したかを考察 し,
大正期における地方財政 と地域社会 との関連について言及 したいと考えてい
る。なお,前 述のように本稿で事例 として主に取 り上げるのは埼玉県比企郡
小川町であるが,現 在の小川町(6)に合併 した大河村(7),竹 沢村(8),八 和田
村(9)の3村 の事例をも適宜加えて分析 していきたい。
《注》
(1)日 露戦争では約18億 円の戦費が費やされた。これは日清戦争に比較 して約
8倍 にあたる。政府は,こ の戦費の調達のために明治37(1904)年3月 と38
年1月 の2回 にわたって非常特別税による増税を行い,さ らに約14億 円にお
よぶ外債(約8億 円)・ 内債(約6億 円)の 発行を行 った(吉 岡健次 「日本地
方財政史』,昭 和56年,東 大出版会,77-78頁)。
(2)日 露戦争中には外債や内債に加え,巨 額の戦費を賄 うために消費税,関 税,
専売益金の国税が増徴された。明治37年3月 には第一次非常特別税が課 せら
れ,地 租,営 業税,所 得税,酒 税,砂 糖消費税,醤 油税などで増徴が行われ,
毛織物および石油の消費税が新設 された。38年1月 には第二次非常特別税が
課せ られ,第 一次特別税よりも範囲を拡大 したうえで印紙税,砂 金採取地税,
通行税などが新設 された。また,37年7月 にはたばこ専売,38年6月 には塩
の専売が開始 された。こうした国税の増税のために,38年 の国税は2億5128
万円となり,36年 の約2倍 まで増額 された(前 掲 『日本地方財政史』,78-80
頁)。
(3)明 治21年4月 に公布された市制町村制により,す でに中央政府の行政事務
の一部は地方に分担させ,国 の負担を軽減すうことが行われるようになった帆
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明治後期から大正期にかけて国政委任事務はより増大することになった(藤 田
武夫 『日本地方財政論』,昭 和30年,東 洋経済新報社,98-103頁)。
(4)小 川町は明治22年 に小川村,角 山村,下 里村,西 大塚村の4村 が合併 して
成立 した。同年の小川町戸数は753戸,人 口4067人 であった。小川町の総面
積は859町9反6畝12歩,こ のうち山林314町4反2畝5歩,畑172町2反
4畝24歩,田148町9反6畝17歩であった。主たる産業は,「 小川和紙」 に
代表される製紙業のほか,桑,楮,養 蚕,清 酒,素 麺な どであった。明治33
年の比企郡町村景況調には,「 小川町ハ山間ノ小都会ニシテ,商 工 ノ利本郡内
三冠 タリ,之 レ財源二乏シカラサル所以ナ リ」(埼 玉県行政文書 『県治』 明
693-2)と 述べられた。なお,大 正4年 から9年 までの小川町生産物額の推移
によれば,製 紙業などの工業生産額が全生産額の60%前 後を 占め,つ いで農
業,林 業の順序であった。
小川町生産物額の推移
単位:円
年 次 農 業 畜 産 林 業 水 産 工 業 合 計
大正4年 110,367 410 9,808 275 225,358 346,212
大正5年 154,270 396 9,264 342 217,934 382,206
大正6年 220,167 220 3,100 303 255,467 479,257
大正7年 298,562 468 11,231 447 350,821 661,529
大正8年 447,351 701 19,300 455 600,4241,068,23:
大正9年 172,219 675 29,030 393 438,235 640,552
(注)r小 川町勢要覧』(小 川町史編纂 室所蔵)に よ り作成
(5)民 力酒養運動については,山 本悠三 「民力酒養運動と社会局」(『東北福祉大
学紀要』15,平 成2年),吉 本富男 「民力酒養運動の一考察」(『国史学』86号,
昭和52年)の ほか多数ある。 しか し,主 として社会教化等の観点から触れ ら
れることが多 く,地 方財政との関係からの分析視角はあまりない。
(6)埼 玉県比企郡小川町は昭和30年2月 に小川町,大 河村,八 和田村,竹 沢村
の1町3村 が合併 して成立 した。30年1月1日 現在の人口は,小 川町1万
1035人,大 河村7109人,八 和田村4160人,竹 沢村2918人 であ った(「 小川
町合併申請」,埼 玉県行政文書,第2集8799,埼 玉県立文書館蔵)。
(7)明 治22年 に成立 した大河村は,小 川町につ ぐ戸数(612戸)と 人口(3793
人)を もっていた。村の総面積は小川町を大きく上回 り,1454町3反3畝23
歩であり,こ のうち山林が670町2反7畝19歩 で約46%を 占めた。この他,
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原 野285町9反9畝27歩,畑206町6反1畝ll歩,雑 種地117町7反5畝'4
歩,田117町3反1畝7歩 で あ った。 同 村 は 山 林面 積 が 多 い こ とか ら,薪 お よ
び炭 生 産 が 活 発 で あ った。 ま た,小 川 町 と 同 様 に素 麺 や 製 紙 業 も主 た る産 業 で
あ った。
(8)明 治22年 の 竹 沢 村 は,戸 数294戸,人 口1784人 で あ った 。 総 面 積 も狭 く,
744町7畝17歩 で あ った。 この うち,山 林 が451町6反6畝25歩を 占 め,つ
い で畑 の115町6反7畝29歩 で あ った。 主 な産 業 は 製 紙 業,薪 お よ び炭 生 産,
桑 な どで あ った。
(9)八 和 田村 は 大 河 村 に次 ぐ総面 積 を持 ち,戸 数477戸,人 口2795人 で あ った 。
同村 の総 面 積 は1099町1反2畝3歩,こ の うち 山 林456町2反10歩,畑245
町9反7畝7歩 で あ った。 畑面 積 は1町3村 の な か で 最 も多 く,大 麦,小 麦 生
産 が 活発 で あ った 。
1.地 方財政膨張期の小川町財政
(i)日 露戦後期から大正前期の財政推移
小川町の明治37年 度の歳入は1万4196円7銭1厘 であ り,前 年度の
4917円92銭6厘 から約2.9倍 に膨張 した。歳入項目では補助金 と寄付金が
増大 した。 しか し,歳 入は38年 度には4200円73銭6厘 に減少 し,41年 度
までは4000円 前後の緊縮財政となった。 とくに,土 木費は37年 度に臨時費
歳出として1万1241円 余が支出されていたが,翌38年 度以降は急減 したほ
か,衛 生諸費,勧 業諸費などの町村民生活に不可欠な経費が削減されること
になった。39年 頃までの地方財政は戦争遂行上の観点か ら地方課税が制限
される緊縮財政となり,地 方歳出も減額されたのである。
しか し,日 露戦争後,地 方財政は膨張することにな った。小川町でも明治
42年 度には歳出が1万 円を再び突破 して1万3860円41銭1厘 とな り,翌
43年 度は1万3816円33銭7厘 となった。同町では教育費の歳 出が大 きく
なり,41年 度には2000円 台となり,さ らに42年 度と43年 度には経常費 と
臨時費をあわせ1万 円台に近づいたO)。こうした傾向は大河村,竹 沢村,八
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和田村でも同様であり,こ れ ら3村 でも明治40年 代入 って財政規模が大 き
くなった。これは,明 治40(1907)年3月 に小学校令が改正 され,小 学校
の修業年限が6年 とな り,教 員の経費等が増大 したため教育費の町村への負
担が急増 したためである。また,42年4月 には種痘法が公布され,市 町村
は種痘の施行が義務付けられた。 これにともない小川町で も衛生諸費が42
年度から急増 し,44年 度 には354円 余となった。 町村財政は 日露戦争後に
教育事務と保健衛生事務が国家より委任 されることになり,従 来からの徴税
事務,徴 兵事務,戸 籍事務などとともに町村財政を圧迫することになったの
である。
この時期の小川地域では景気停滞の影響を受けて歳入が減少する年度もみ
られるが,大 正7年 度以降は財政規模の大幅な拡大がみられた。小川町では
大正元年度歳入が9927円 余であり,翌2年 度には9734円 余に減少 した。 日
露戦後から大正初期にかけての景気停滞が歳入を減少させたのである(1)。し
かし,第 一次世界大戦が開始された大正3年 度には歳入は1万 円台に達 し,
7年 度まで1万 円台を維持 した。歳入の大幅な拡大が見 られだしたのは大正
7年 度からであり,8年 度には2万 円台に達 した。小川町では大正元年度か
ら8年 度にかけて歳入が約2.2倍 に増大 したが,小 川地域の各村で も同様の
傾向を見せた。大河村では歳入が大正元年度の1万ll62円 か ら8年 度 には
2万1805円 余へと約2倍 の増加を示 し,八 和田村では大正元年度 の5505円
余か ら八年度には1万821`e円 余へと約3.3倍 に急膨張 した(第1表)。
こうした財政規模の増大について,小 川町の財政状況から詳細にみてみよ
う。前述のように,同 町の歳入(第2表)は 大正3年 度から1万 円台を突破
し,8年 度には2万 円台にのせた。歳入のうち最 も大きい項 目は町税であり,
2年 度には全歳入の74.9%を 占めていた。 しかし,大 正前期の不景気の影響
を受けて,3年 度から5年 度にかけて町税の減収がみられた。3年 度の町税
は6658万 円余と前年度より636円 の減収 となった。財政規模が膨張 してい
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刈 .第1表 大正鯛 の小川地域の歳入雛 移(決 算)鞄 、円(指 数.大 正元年度=1。。)降
年度
町村 大正元年度 大正2年 度 大正3年 度 大正4年 度 大正5年 度 大正6年 度 大正7年 度 大正8年 度
小川町 9,927.800(100)9,734.309(98)13,848.800(139)10,215,970(103)10,600.60C(107)11,818.690(119)14369.84C(145)22356.130(225)
大河村 11,162.352(100)9,920.987(89)1 ,740.841(159)10,884.413(98)8657,660(78)9,758.73C(87) 21805.950(195)
竹沢村 3,16E.175(100)3,172.01((100)2973.055(94)
八和田村 5,505.600(100) 5248.390(95)6615.440(120)9474.910(172)1821 .570(331)
年 度項 目 大正2年 度 大正3年 度 大正4年 度 大正5年 度 大正6年 度 大正7年 度 大正8年 度
財産より生ずる収入 17.565(0.2)477.660(3.4)285.580(2.8)41 .330(3.9)554.470(4.7)72.000(0.5)802.000(3.E)
使用料及手数料 435.870(4.5)64.760(3.4)539.850(5.3)467.350(4.4)96.930(4.2)515.llO(3.6)63 .200(2.8)
交付金 433.050(4.4)919.070(6.6)435.180(4.3)706.900(6.7)73 .460(6.2)84 .330(5.9)1,074.340(4.8)
国庫下渡金 1,089.OlO(7.6)1,111.510(5.0)
県補助金 18.000(0.2)2,05LOOO(14.8)20 000(0.2)9.000(0.1)7.400(0.1)20.200(0.1)23.800(0」)
郡補助金 6.000(0.1)3.670(一) 5.770(一) 14.210(0」) 11.800(0」)
寄付金 380.550(3.9)1,642.460(ll.9)293 50(2.8)387.500(3.7)91.700(3.3)406.800(2.8)62L950(2.8)
繰入金 119.690(L()207.500(1.4)
財産売却代 532.500(5.5)
繰越金 463.709(4.8)1,535.120(11.1)1,68了.636(16.5)1,302.880(123)1,741.40((14.2)重,834.600(12.8),230.920(10.0)
雑収入 158.365(1.6)00.660(0.7)68.304(0.7)109.470(1.0)39.460(1.2)50.720(1.0)589.770(2.6)
町 税 7,294.700(74.9)6,658,070(48.1)6.874.470(67.3)7,195.500(67.9)7, 36.41C(64.6)9,208.3 0(64」)15,253.840(68.2)
合 計 9,734.309(100.0)13,848.800(100.0)1 ,215 970(100.0)1 ,6 ( 600(100.0)11,818 69((100.0)14,369 840(100.0)22,356」30(100.()
(注)各 町村 『決算表』(小 川町史編纂室所蔵)に より作成。空欄 は史料散逸の ため不 明。
第・表 大正鯛 の小川町歳入・推移(決 算)単 位、円,%、 謡
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)(注)(1『 小川町決算表』(小 川町史編纂室所蔵)に より作成。
② 構成比が0.1%未 満の もの は,(一)で 示 した。
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.るのに反 して町税は伸び悩んでおり,財 源不足は県補助金2051円 と寄付金
1642円 余によって補填 していた。その後,町 税は全歳入の60%台 を維持 し
たまま,8年 度には1万5253円 余とな り全歳入の68.2%を 占めるに至 った。
また,小 川町の歳入項目に大正7年 度か ら国庫下渡金が設 けられ同年度 に
1089円 余,8年 度に1111円 余が歳入に組み入れられた。これは,大 正7年3
月に市町村義務教育費国庫負担法が公布され,児 童数や教員数の増加で逼迫
していた市町村教育財政に対 して補助金が国庫下渡金 として下付されること
になったからである。同年度には全国市町村に国庫下渡金が1000万 円交付
され,12年 度からは4000万 円に増額された(2)。
つぎに,小 川町の歳出の推移(第3表)に ついてみてみよう。同町の最大
歳出項 目は教育費である。2年 度には4540円 余であり全歳 出の42.4%を 占
めていたが,市 町村義務教育費国庫負担法が公布された7年 度には7125円
余,8年 度には1万 円を突破 して1万609円 余 となった。実に・両年度共 に
全歳出の60%近 くが教育に投入されていたことになる。 しか し,国 庫下渡
金は1000円 台であり,各 町村では町村税の確実な徴収を行わなければ,教
育費をまかなうことは困難 となった。 さらに,大 正8年 には結核予防法,精
神病院法などの医療保護立法が制定された結果,市 町村で もこれ らに対応 し
た設備が必要になった。小川町でも隔離病舎費が大正6年 度から増加し始め,
7年 度には821円 余,8年 度には627円 余が歳出された。 このように,大 正
期には教育費,社 会政策費など国家委任事務が地方に委譲 されたために役場
費 の増大を招 くことになった。小川町では大正8年 度に役場費が前年度2倍
の4063円 余 となり,全 歳出の22.1%を 占めた。
㈹ 大正後期の財政推移
地方財政は大正元年の地方財政規模3億3647万 円余か ら8年 には約2倍
の6億6257万 円余に増大 した。さらに,大 正14年 度 には大正元年度の約
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)(注)(1}『 小川町決算表』(小 川町史編纂室所蔵)に よ り作成。(2}構 成 比が0」%未 満の ものは,(一)で 示 した。(3)合 計 があ わな い と
ころもあるが,原 史料 のままと した。
第3表 大正前期の小川町歳出の推移(決 算) 単位 :円(%)
年度
項目 大正2年 度 大正3年 度 大正4年 度 大正5年 度 大正6年 度 大正7年 度 大正8年 度
役場費 1,774.309(16.6)2,025.740(17.0)2, 15.945(22.2)2,040.320(21.1)2,1 9.29((21.4)2, 22.130(18.3)4,063.900(22.1)
会議費 54.220(0.5)30.580(0.3)2L900(0.2)35.650(0.4)39.800(0.4)31.460(0.3)76.750(0.4)
土木費 100.000(09)100.000(0.8)lOO.000(LO)10(.000(1.0)0 .000(LO)100.000(0.8)200.000(Ll)
教育費 4,540.930(42.4)4,989.525(41.9)4,8 2.67(50.4)5, 21.590(51.E)5, 4E.310(55.9)7,125.340(58.7)10,609.900(57.6)
伝染病予防費 8.845(0.1)14.510(0.1)12.280(0.D14.000(0.1)16.800(0.2)5 .500(0.4)15.llO(0」)
隔離病舎費 61.90C(0.6)7.000(0.1)205.125(2.1)103.120(1.1)325.700(3.3)82L950(6.8)627.410(34)
基本財産造成費 590.615(1.8)86 .83((7.3)1,02.530(10.8)1,914.840(19.8)1, 60.160(11.7)79 89C(6.5)1,849320(10.0)
経
常
費
衛生諸費 67.130(04)
勧業諸費 5.000(0.1)10.500(0.D
警備費 1.000(一) 5.000(0.1)15.310(0.2) 0.320(一) 7.000(一)
諸税及負担 189.45:(1.8)80.235(1.5)24 .105(2.6)78.760(2.9)321.680(3.2)449.750(3.7)518.990(2.8)
神社費 10.000(0.1)3LOOO(0.3)0.00((0.3)31.000(0.3)27.000(0.3)27.080(0.2)24.000(0.1)
需要費 900.000(9.4)
汚物掃除費 1.900(一)
財産費 38.400(o)30.000(0.3)30.000(0.3)75,000(0.8)46.000(0.4)46.000(0.2)
土木費 2,946.000(24.8)
役場費 3,34E.009(31.3)599 50(5.0)
営繕費 3.820(一)
小学校営繕費 68.000(0.7)
臨
時
費
積立金 44.61((0.5)5 .350(0.6)22.000(0.2)79.110(0.4)
造林費 0.900(一) 10.000(0.1)
補助費 20.000(0.2)70.000(0.6)20ρ00(0.2) 50.000(0.5)60.000(0.6)160のOO(1.3)220,000(1.2)
下水溝渠新設費 281.090(2.3)
雑支出 10.000(α1)
合 計 10,699.183(100.0)11,9 2 170(100.0)9,547.560(100.0)9,679.20((100.0)922 09012,138.920(100.0)18,4 9 850(100.0)
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4.2倍 となり,こ れ以降もより一層の膨張を遂げることにならた。 この時期
の地方財政の膨張は,勧 業費 ・土木費 ・教育費などの産業助成費と社会事業
費 ・衛生費などの社会政策費が国庫補助金の支出によって国政委任事務 とし
て地方に委譲されたためである③。
大正後期の小川町財政をみると,歳 入は大正9年 度の3万2610円 余か ら
大正14年 度には約3.2倍 の10万ll29円 余に増加 した。歳入のうち最 も多
いのは依然 として町税であり,9年 度には歳入の693%を 占めていた。大正
8(1919)年 と9年 には地方税制限法が改正され,地 租,営 業税,所 得税な
どの国庫付加税が増徴 され,地 方税の増加率は国税を上回ることになった。
その後,歳 入に占める町税の比率は,13年 度には55.6%,14年 度には29.8
%と 年 々低下 した(第4表)。 また,八 和田村でも14年 度には村税1万7901
円で全歳入の52.3%で あった。
町税に代わって増加 してきたのは国庫下渡金である。これは,大 正7年 よ
り開始された市町村義務教育費国庫負担法ならびに11年 の現役教員俸給費
国庫負担法による国庫下渡金であったが,そ のほとんどは前者による下渡金
であった。12年 度から国庫下渡金の総額が増加 した こともあり,小 川町で
も12年 度か ら14年 度は4000円 台の補助金があった。 しか し,町 村財政の
中で教育行政にかかる経費が多く,国 庫下渡金によって小学校教員の待遇は
改善されたが,町 村財政が教育費の増加によって膨張 していたことにはかわ
りはなかった。 この結果,小 川町では大正14年 度には町債5万 円,ま た八
和田村でも村債4500円 が起債されており,小 川地域では膨張す る地方財政
に対 して起債という借金によって対応する年度もみられるようにな った。
一方,小 川町の歳出(第5表)で は教育費,役 場費,基 本財産造成費,隔
離病舎費,土 木費,警 備費などが金額的に多 く支出されていた。最 も多いの
は依然として教育費であり,大 正14年 度の教育関係費は6万7522円 余(教
育費1万9616円 余,小 学校営繕費4万7905円 余)と な り,全 歳出8万1780
(657)77
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)(注)(1)『 小川町決算表』(小 川 町史編纂 室所蔵)に よ り作成。
② 構成比 が0.1%未 満の ものは,(一)で 示 した。
第4表 大正後期の小川町歳入の推移(決 算) 単位:円(%)
年度
項目 大正9年 度 大正10年 度 大正Il年 度 大正12年 度 大正13年 度 大正14年 度 大正15年 度
財産より生ずる収入 443.850(1.4)1,067.760(3.1)914.220(2.3)469.400(0.7)1,55:.330(2.8)1,89(.840(1.9)1,065.920(L4)
使用料及手数料 652.380(2.()708.220(2.0)72 .92((L8)760.600(1.2)77 .910(1.4)896.550(0.9)939・600(1・2)
交付金 1,760.400(5.4)1,737.510(5.0)1,817.32C(4.E)26.650(一)2,139.790(3.8)2,176,160(2.2)2,118.290(2.8)
国庫下渡金 1,100.530(3.4)1,025.030(3.0)1,015.780(2.5)4,518.480(7.1)4,614.190(8.1)4,139.070(4,)6,982.930(9.2)
県補助金 390.000(1.2)279.170(O.8)4.800(一) 3,405.280(5.3)8.7 0(一) 196.260(0.2)839.85C(1.1)
郡補助金 12.18((一)
寄付金 し397.800(4.3)846.300(2.4)1,272.350(3.2)3,128.950(4.9)8,057.10((14.2)740 000(o.)922.830(L2)
繰入金 6,777.180(6.7)3,900.000(5」)
財産売却代 576.000(LO)100.00((1.1)483.000(0.6)
郡有財産処分交付金 204.290(0・5)
町 債 50,000.000(49.4)
繰越金 3,946.280(12.1)5.806.590(16.8)7953 090(19.8)7,699.540(12.0)7,7 7.890(13.6)339 070(0.3)20β48.900(26.i)
雑収入 3正9.000(LO)576.420(L7)195.760(0.5)897.180(1.4)246.490(0.4)3,692.350(3.7)347.050(0.5)
町 税 22,588.790(69.3)22,543.950(65.2)6 054 4 941,1 9.000(64.3)31,497.95((55,6)30,181.640(29.8)38,30i.520(50.2)
合 計 32,61C.850(100.0)34,59 95C(100.0)40, 53 48C(100.064,035 80(100.0)56,642 380(100.0)1 1,129.120(100.0)76,255.890(100.0)
?????????
(第5表 大正律期の小川町歳出の推移(決 算)単 位:円(%)
6.
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ヨリ(注)〔1『 小川町決算表』(小 川町史編纂室所蔵)に より作成。
(2,構 成比が0.1%未 満の もの は,(一)で 示 した。
・年度-目 大正9年 度 大 正10年 度 大正ll年 度 大正12年 度 大正13年 度 大正14.年 度 大正15年 度
役場費 5,417.20((21.1)6,054.92C(22.7)6.433.000(20.0)7.335.730(13.0)8,022.380(14.2)8,377.65((is.2)7,977.470(lL1)
会議費 82.220(0.3)195.900(0.7)208.000(0.6)16L500(0.3)155.500(0.3)308.800(0.4)179.700(0.2)
土木費 250.000(1.0)488.000(1.8)359.300(o.)452.600(0.8)933.500(1.7)673.680(0.8)300.000(0.4)
教育費 13.856.670(53.7)15,192.770(57.0)6 847 4 C 2 416,801,250(29.8)17,384.640(30.9)19,616.790(24.0)20436.850('L8 3
伝染病予防費 21.620(0.1)169.586(0.6)133.97((.0.4)2 5.810(0.4)197.110(0.4)212.440(0.3)18 .320(o.)
隔離病舎費 1,559.410(0.2)1、364 930(5.1)2,144.970(6.7)1,754.910(3.1)200.910(0.4)489.990(0.6)878.980(L2)
火葬場費 63.910(0.2)1.650(一)
基本財産造成費 1,159.600(4.5)1,800.960(6.8)1.83 .250(5.7)1,343ユ80(2.4)2,388.940(4.2)2,213.700(2.7)1,424.42C(2.O)
衛生諸費 626.140(α2) 0.850(一) 78.550(0.2)0.500(一) 0.500(一) 6.000(一) 5.000(一)
経
常
費
勧業諸費 5.000(一)
警備費 716.760(2.2)178.500(03)246.500(0.4)488.630(0.6)1,463.820(2.0)
諸税及負担 825.330(3.2)793.910(3.0)853.830(2.7)24.980(一) 24.760(一) 24.690(一) 25.130(一)
神社費 52.000(0.2)77.000(0.3)104.000(0.3)90.000(0.2)90.000(0.2)90.000(0.D99.000(0」)
雑支出 61.230(0」)
町村取扱費 17.530(0.1)45.450(0.1)50.980(0.1)32.800(0」) 27.410(0.3)26.320(一)
地方改良費 31.760(0.1)7 .040(0.2)49.28((0」) 76.220(0.1)99.AOO(0」) 36.410(一)
汚物掃除費 10.500(一)
財産費 82.000(0.3)82.000(0.3)76.000(0.2)73.000(0.1) 73.000(0」) 253.000(0.3)
土木費 8,03E.000(14.3) 372030(05)2,574630(s.()
役場費
営繕費 753.370(2.9)
小学校営繕費 47,905.470(586)27, 62.510(381)
積立金 913.750(3.E)156.100(α6)486.410(1.5)66.570(03)3,267.190(5.f)32 540(一)
警備費 270.000(0.4)
臨
時
費
補助費 968.790(3.8)210.000(0.8)240.000(0.7)473.000(0.8)26.400(0.5)434.000(0.5)A94.000(o.)
寄付金 1,817.000(5.i)17,970.00((3L9)14,244.000(25.3)
病舎改築費 8,490860(15.1)
公債費 200.000(0.4)200.000(0.2)7,209.980(100)
公債利子 1202.400(2.1)
下水溝渠新設費
雑支出 172.25((0.7) 125.000(O.2)858210(12)
合 計 25,804.260(100.0)26,637 860(100.0)32, 53 940(100.0)56307.190(100.()56,303.310(100.0)81 780 22 0)72,324 980(1000)
??????????
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円余のうち82.6%を 占めた。隔離病舎費は12年 度までは1000円 以上の歳 出
であったが,13年 度以降は200円 前後まで低下 した。 衛生管理指導の徹底
などが伝染病ωの低下を招いたのも隔離病舎費低下の一因と考えられる。一
方,11年 度からは警備費が急増 し,15年 には1463円 余 となった。 この時期
は大正デモクラシーや第一次世界大戦後の反動恐慌による不景気などが影響
して社会主義運動,労 働運動が活発となったほか,小 作争議の発生 も見 られ
るようになった。こうした取締経費として警備費が歳出項目に入れられたの
である。
以上のように,大 正中期頃から勧業費 ・土木費 ・教育費などの産業助成費
と社会事業費 ・衛生費などの社会政策費が国庫補助金の支出によって国政委
任事務 として地方に委譲されたため地方財政は膨張した。 こうした地方経費
の増大は,国 庫補助金によってのみ埋め合わせるものではな く,結 局は地方
自治体が市町村税の徴収を円滑に行 うことが重要であった。また,勤 倹貯蓄
思想の酒養によって住民の貯蓄等を促進 し,無 駄な支出を抑制 して納税成績
をあげようとする動きがみられた。そこで,地 方 自治体ではどのような地方
税納税促進とその強化を行い,ど のような勤倹貯蓄思想の酒養を行 ってきた
のかについて考察 してみることにしよう。
《注》
(1)竹 沢村では大正4年2月26日 の村会において大正4年 度歳入出予算案など
について審議を進めたが,歳 出を抑制しようとする決議が次々に行われた。村
長報酬は180円 から144円,助 役報酬は132円 から120円,収 入役給料は120
円から108円 に修正された(桜 井義雄家文書78,小 川町史編纂室所蔵)。 この
時期の町村財政は税収不足によって極めて厳しい状況であったため,村 行政職
の報酬および給料を抑えて,村 行政を展開しようとしたためである。
(2)藤 田武夫 『日本地方財政発展史』(昭 和52年,文 生書院),237-267頁 。
(3)前 掲 『日本地方財政史』,121-122頁 。
(4)伝 染病予防は明治期から大正期にかけて各町村で重要な問題として捉えられ,
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各町村で清潔法が実施されていた。竹沢村では明治43年 に清潔法施行手続を
制定 し,各 家屋,便 所 ・汚水溜 ・下水 ・塵芥溜,井 戸,畜 舎などの清掃,公 共
建築物管理者の清潔方法の実施などを徹底 した。八和田村では43年 に村内衛
生組合規約を改正 してより厳重:な清潔法を実施 した。また,大 河村では明治期
から公衆衛生および個人衛生に積極的に取 り組み,年4回 の大掃除や飲料水の
煮沸などを行っていた。 しか し,明 治37年 には伝染病患者16人 を発生 させ,
大正4年 には伝染病患者4人 を隔離病舎に収容 した。小川町でも大正元年に腸
チフス患者16人,ジ フテリア患者5人 を出し,5年 にはジフテリア患者11名
(う ち1名 死亡),赤 痢患者1人 を出していた。
各町村では伝染病対応策として隔離病舎の建築や火葬場の設置などを行 って
きた。小川町隔離病舎は約80坪,大 河村隔離病舎は約67坪 の建物からなり,
隔離が必要な伝染病患者が発生するとこの施設が使用された。こうした隔離病
舎の整備や各町村での衛生対策の向上によって大正期には明治30年 代 と比較
すると大幅に伝染病患者は減少 していたが,伝 染病の根絶までは至 らず各町村
ではこの対策に苦慮することになった。
2.地 方税納税促進 と地域社会
(i)地 方税の滞納と行政事務
明治21(1889)年 に公布 された市制町村制では,市 町村の支出に対する
財源としては不動産,積 立金等の基本財産から生ずる収入および使用料,手
数料並 びに科料,過 怠金などの収入をもってあて,不 足する場合に初めて市
町村税および賦課徴収することができるとした。 しかし,実 際に各市町村で
は国税,府 県税の付加税と直接または間接の特別税からなる市町村税を賦課
していたω。政府は行政事務の一定部分を市町村に委任 して国の負担を軽減
しており,徴 兵 ・徴税 ・戸籍などの国 ・府県 ・郡に関する行政で,市 町村が
行わなければならない事務は,市 町村長がこれを掌握 し,必 要費用は市町村
が負担することになっていたか らである。さらに,従 来は府県が負担 してい
た郡庁舎の建築修繕費,郡 吏員の給料 ・旅費および庁中諸費の一部,戸 長以
下給料 ・旅費ならびに村役場費が市町村の負担に移されたため(2),地方税を
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賦課 して確実に徴収することが市町村財政にとって不可欠となったのである。
小川地域でも市制町村制の公布とともに督促手数料条例を制定 し(3),地方
税などの滞納を防止 して納税の推進に取 り組むことになった。小川町では明
治22年6月 に 「町村条例」(4)を制定 し,第7号 と第8号 で町税徴収 と徴収
督促についてつぎのように規定 した。
条例第七号
第一条 町税徴収期限ハ地方税徴収期限リトス同期徴収スルモノ トス
第二条 課税物件之異動ヲ生シタル トキハ十 日以内二町役場工届出ツルモノトス
第三条 営業者ハ毎年一月十五 日迄二前年中売上ケ金高 ヲ町役場工届出ツルモノ
トス
条例第八号
第一条 町村制第百二条ニ ヨリ本町二於テ徴収スル諸収入金 ヲ納メス町長 ノ督促
ヲ要スルモノ有 トキハ町長ハ左ノ定規ニョリ手数料を徴収ス
ー 納期後五 日以内ニー回督促 シ其督促二後五 日ヲ過キ尚納税セサル トキハ
ー回督促 ヲナスモノ トス
ニ 再督促 ヲ受ケ納税セサル トキハ滞納処分法二依 リ徴収スルモノ トス
第二条 前条 ノ督促 ヲ受ケタルモノハ左 ノ手数料 ヲ納メサスベシ
ー 一回督促 ヲ受ケタルモノハ金弐銭
二 再督促ヲ受ケタルモノハ金五銭 」
第三条 役場 ヨリー里已外ノ地ニヨリ督促 ヲ受ケタルモノハ前条 ン手数料 ノ外里
程一里毎二金五銭ノ増手数(料)ヲ 納メシムルモノトス
第四条 督促ヲナス トキハ町長 ノ令状 ヲ附スルモノ トス
このように,小 川町では条例によって町税徴収期限を制定 し,課 税物件の
異動や営業者の売上金高の届け出を明確化 した。 これにもとづき,徴 収督促
条例も制定 して,納 期後5日 以内に一回の督促,そ の後5日 を過ぎるとさら
に一回の督促を行った。督促 に伴う手数料は,一 回の督促で2銭,:再 督促で
5銭 とされた。また,再 度の督促に応 じない場合には,滞 納処分法⑤によっ
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て徴収が行われた。竹沢村でも小川町 と同時期に町村条例を制定して,督 促
手数料について規定 した。条例の内容は小川町と同様であったが,竹 沢村で
は一回督促に対 して3銭 再度督促に対 して5銭 が手数料として徴収 される
ものとされた⑥。
以上のような督促手数料条例の制定にもかかわ らず,小 川地域の徴税は困
難を極めるところもみられた。明治26年 の郡書記巡視報告(7)によれば,小
川町では 「課税及徴税等困難 ヲ見ス,国 税 ・集税 ・町税中,納 期ヲ過クルハ
町税なり」と報告 され,徴 税に関しては町税において納期を過ぎるものがみ
られた。八和田村では 「徴税ノ難易ハ困難 ノ有様ナ リ,国 税 ・県税 ・村税中
納期期限 ヲ過キ完納セサルハ村税二多 シ」,大 河村では 「徴税八難キ方ナリ,
国税県税村税中,納 期 ヲ過キ完納セサルハ村税二多シ」 と報告 され,両 村で
は徴税の困難がみ られたほか,村 税の滞納が多かったことを示 している。
明治期を通 して町村税の滞納は後を絶たなかったため,明 治後期において各
町村において督促手数料条例の改定が行われた。大河村 と八和田村では明治
36年 から督促手数料条例を施行 した。また,小 川町と竹沢村では43年 に督促
手数料条例を制定 した。大河村の督促手数料条例(8)はつぎのとおりである。
埼玉県比企郡大河村条 例
第一条 本村二.於テ徴収スル諸収入金ヲ定期内二完納セザル者アル時ハ町村制第
百弐条二因リ村長ハ督促状 ヲ発ス可シ
第二条 前条督促状 ヲ受ケ七 日以内二尚之ヲ完納セザル者アル時ハ国税徴収法ノ
規定二因リ之 ヲ徴収ス可 シ
第三条 督促状ヲ発 シタル時パー通毎二手数料金拾銭ヲ徴収ス
本村以外二住スル者ニシテ役場 ヨリー里以外ノ地二在 リテ督促ヲ受ケタ
ル者ハ前項ノ手数料ノ外一里毎二金五銭 ノ増手数料 ヲ徴収ス
第四条 督促手数料ハ之ヲ督促状二記載 シ別二賦課令状 ヲ発セズ
督促手数料ハ滞納金 ト同時.二之 ヲ徴収ス
附則
第五条 本条例ハ発布ノ日ヨリ施行ス
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この督促手数料条 例は明治22年 の市制町村制公布時 の もの とほ とん ど同
様で あ り,手 数料 が10銭 に値上げ され たうえで再度条例化 されたので ある。
この条例 によ り,各 町村 では滞納者 に罰則を与 えて滞納者 の弊習を矯正 しよ
うと試 みた といえよ う。 この督促手数料 条例は,小 川町,竹 沢村,大 河村で
もほぼ同様 な雛 型で制定 されてお り,つ ぎの ような 「理 由書 」が添付 されて
いた。
理 由書
本村二於テ督促手数料条例ヲ設ケントスル所以ハ本村諸収入金 ノ徴収二付テハ従
来ノ経歴二徴スル納期内二完納スルハ頗ル至難ニシテ其滞納スル為メ村費支出二
故障 ヲ生ズル事幾回ナルヲ知 ラズ然 リ而シテ本村滞納者 ノ多クハ殆ンド怠慢二基
因スルモノ多キニ居ルヲ以テ今ニシテ之が矯正ノ策ヲ講ゼザレバ遂二村経済ノ素
乱 ヲ醸スノ虞アルヲ以テ薮二是等滞納者二対シ相当ノ制裁ヲ加工漸次以上ノ弊習
ヲ矯正センが為 メ本条例ノ発布ヲ必要 ト認メタルニ因ル
この 「理 由書」にも述べられているように,滞 納の原因はそのほとんどが
本人の怠慢 によるものであり,町 村経済の安定のためにも滞納者に制裁を加
えてこの弊習を矯正することが必要になったのである。
こうしたなか,日 露戦争前後の地方財政は国政委任事務の増大の中で多忙
を極めた。大河村では明治37年 度の事務件数のうち税務部が1089件 で最:高
となった。税務事務が最高となったのは,学 校建築費などによる重税感が増
してきた村税の徴収を二期分納か ら四期分納へと増やして徴収 しやす くした
ためである。それでも地方税の滞納は国税 ・県税と比較 して多くみられ,大
河村では明治39年2月 末現在で38年 度地方税滞納額が422円6銭 に及んで
いた。・とくに指定期限内徴収率は23.7%の 低徴収率であり,指 定期限外徴収
率が60.7%と 高かった。種別では戸別割第4期 と営業割第4期 の未納率が
30%を 上回 っていた(第6表)。
地方税の滞納が恒常化する中で,日 露戦争が開始 されると戦争遂行のため
の戦費調達源として税金の徴収を確実にすることが緊要となった。竹沢村で
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第6表 大河村の村税徴収状況(明 治39年2月 末 日現在) 単位:円
種別 期 別 指定期限内徴収額 指定納期外徴収額 未納額 税 額 未納率
第1期 30,120 136,850 7,030 174,000 4.0
第2期 40,300 125,840 8,190 174,330 4.7地
価
割 第3期 43,880 111,810 18,580 174,270 10.7
第4期 50,890 75,830 47,610 174,330 27.3
第1期 55,670 290,270 28,790 374,730 7.7
第2期 95,670 240,070 38,850 374,590 10.4戸
別
割
第3期 88,950 226,070 59,100 374,120 15.8
第4期 93,350 152,150 128,320373,820 34.3
追 加 59,350 58,100 34,450 151,900 22.7
第1期 12.20( 49,060 4,870 66,130 7.4
第2期 11.50( 47,240 7,420 66,160 11.2営
業
割 第3期 13.98( 41,570 11,670 67,220 17.4
第4期 14,790 28,070 23,300 66,16G 35.2
第1期 5,270 16,930 0,000 22,200 0.0
第2期 7,370 14,830 0,000 22,200 0.0所得
税
割
第3期 τ470 13,530 1,200 22,200 5.4
第4期 8,790 10,730 2,680 22,200 12ユ
合 計 639,550 1,638,950422,0602,700,56015.6
(注)『 大河村事務報告書案』(岡 本伸一家文書,小 川町史編纂室所蔵)に より作成。
は明治37年2月11日 の緊急動議のなかで 「租税及兵役ノ義務ハ国民ノ二大
義務ナルヲ以テ,之 ヲ確守スル事」(9)を掲げ,大 河村大字飯田では同年4月
の 「大河村大字飯田規約」⑩ のなかで勤勉 ・質素 ・節倹 ・貯蓄を決議 した。
このように各町村では戦争遂行のための資金源を確保するためにも税金の徴
収に力を注がなければならなかったのである。
しか し,地 方税の滞納は円滑とは言い難かった('1)。小川町や竹沢村でも地
方税の滞納は両町村の事務件数の増大に影響を及ぼしていた。 明治43年 度
および44年 度の小川町役場事務件数は合計2万 件を超え,事 務量の増大 が
顕著 ζなった。なかでも,税 務事務は両年とも1万9000件 台にのぼり,43
年度は全事務長の9割 を占め,44年 度 も8割5分 に達 した。 また,町 税滞
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納 との関連で会計事務が1000件 台に達 していた。一方,竹 沢村では明治43
年度中の事務件数8217件 のうち,雑 務が2911件 で最 も多 く,つ いで917
件の税務であった(L2)。同村では明治43年 度に至って も村税の滞納が多 く,
「村税二於テハ未 タ実績良好ナラズ,刻 下鋭意改善 二腐 心計画 シツ ・ア
リ」㈹ という状況だった。各町村では町村税滞納改善のための諸策を講ず る
ことになったが,大 川村では村税毎納期完納者 に対 して表彰状を贈 ってい
る('%こ うした表彰制度の導入で,納 税促進を図っていたところもみられた
のである。
ところで,明 治後期から大正元年度にかけて2万 件を超 していた小川町の
事務件数(第7表)は,大 正2年 度,3年 度と減少 して3年 度には1万5289
件とな った。事務件数の種類 としては,毎 年9割 前後を占めていた税務事務
がこの両年 とも著 しく減少し,3年 度には72.6%ま で低下 した。これは,町
税の徴収強化のために納税袋を毎戸に配布 して納期を知 らせたこと,県 税 と
の併記徴収が行われたために滞納関係事務が減少 したためである㈹。しかし,
大正4年 度か ら事務件数が再び増加 し始め,5年 度には2万 件を突破 した。
大正4年 度は戸籍登記簿を廃止 したために戸口事務は簡略化 されたが,寄 留
法の実施によって事務が約3割 増加 した。勧業事務 も産米装俵改正の初年度
にあた ったため増加 した。大正5年 度には税務事務が1万6189件 まで増加
した。当時,町 民は納期 日以降の3日 間は整理期間であると誤解 して,こ の
期間に納付する者 も少なくな く,こ れ らの納税督促事務が増加 したためであ
る㈹。 こうした事務の煩雑さは大正後期まで継続 し,毎 年度の事務報告書に
は 「納税成績ハ優良ナルモ,納 期 日ヲ待ツテ納入スルノ弊アルハ誠二遺憾ナ
リコ ト」と記載された。なお,5年 度で税務についで多いのが戸 口の1412
件であったが,戸 数の増加に伴って戸籍寄留事務が増加 した理由による。ま
た,兵 事事務は召集および徴発事務等の増加によって前年の約2倍 近 い522
件 となったσ
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「
第7表 小川町役場事務件数の推移
年度
事務 明治43年 度44年 度 大正元年度 2年 度 3年 度
4年 度
庶 務 185 293 305 312 227 235
学 務 98 88 90 32 33 35
土 木 16 20 25 21 15 18
兵 事 180 175 170 306 297 522
勧 業 218 220 250 76 152 180
会 計 1,07C 1,008 1,238 1,477 1,477 1,27e
戸籍役場事務 1,253 1,303 1,367
会 議 23 23 37 24 21 14
衛 生 60 90 92 36 35 45
地 理 49 50 52
社寺 ・戸口 102 110 220
税 務 19,290 19β00 14,089 11,102 15,374 16,185
雑 務 80
地 籍 455 483 66
戸 口 1,254 1,500 1,41`e
社 寺 62 25 28
統 計 78 83 83
合 計 21,383 22,782 17,935 15,289 19,722 20,069
(注)各 年度『小川町事務報告書』(小川町史編纂室所蔵)により作成。
小川町以外の各村でも事務量の増加は著 しかった。大河村では大正4年 度
の事務件数が2万720件 に達 し,前 年より1550件 増加 した。事務総件数の
うち税務は1万600件 であり,県 税臨時税および村税戸数割附加税が追加さ
れたために前年 より770件 増加 した。1000件 以上の事務件数を数えたのは
庶務(2300件),会 議(1070件),衛 生(1250件),戸 籍(1070件)で あった。庶
務は大正天皇の即位に伴 う祝典などで前年よ り160件 増加,会 議は郡会議員
選挙および開票等に伴 う事務で250件 増加,衛 生は伝染病患者の発生により
隔離病舎に4名 入舎 し,こ れにともなって110件 増加発生 した。また,寄 留
法の改正により寄留事務は前年より180件 増加 して260件 となった(w)。
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伍)区 制の設置と納税促進
明治44年4月,市 制 と町村制が公布され,明 治21年 公布の市制町村制は
廃止された。従来,町 村は区域が広いか人口が密集 している場合に限って区
を置 くことができたが,新 法はこの制限を撤廃 した。 これにより町村は,区
制を設けることができるようになり,区 には区長および区長代理者一人を置
くことが可能 となった。
大河村では 「大河村区長及区長代理設置規程」(聰8)を設置 し,45年4月1日
から施行 した。同村では村を第一区から第八区に分け,名 誉職の区長および
区長代理者を各1人 おいた。任期は両職とも2年 で,選 挙権を有する村民よ
り選ばれた。区長は村長の命を受けて村長の事務のうち区内に関係 したもの
について補助 し,区 長代理者 は区長の事務を補佐するものとした。また,区
の下部組織として組が結成され,組 規約に準 じて無報酬の役員が決定された。
多組では村長または区長から通達,命 令等があったときには,そ の書類を文
箱に入れて組内を互送 し迅速 に周知せ しめるものとした。その後,大 河村で
は区制を八区制から九区制に変えており,そ の詳細は第8表 のとおりである。
この区制設置以降,各 町村長から各区および各組に対 して地方行政に関す
る依頼が多 くなっていった。明治45年7月,大 河村では各組に対 して川越
町での埼玉県重要物産共進会への出品依頼を行 う文書を出している。 また,
大正元年8月 には大河村長より各組長に対 して比企郡主催の通俗教育に関す
る幻燈講話会への多数参加を呼びかけた。 これは,税 金の徴収に関 しても同
様であった。つぎの文書㈹は大河村長より区長,組 長に対 して村税の納税
を督励 しているものである。
本月ハ国税県税各下半期賦課二加フルニ村税下半期ノ賦課徴集二付即チ年度中五
月 ト本月ヲ以テ納税者ノ最大負担ノ時期ナルト共二今や米作ノ収納大小麦ノ蒔入
二際シ農家ノ二大繁忙期節ナルヲ以テ随テ未納者出来勝二付御多忙中ナガラ御部
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内納税者ヲ督励シテ未納者ナカラシムル様御尽力相成度此段及依頼候也
追テ未納者ハ改正規則ニヨリ処分執行ノ止ムヲ得サル次第二付合セテ御注意相
(成)度 候也
大正二年十一月十四日
大河村長 横川禎三
区長殿
組長殿
第8表 大 河 村 区 制
区 画 区 長 代 理 者 組 名
腰越下区 横川宗作 田端太郎 小金橋組
北根組
腰越中区 馬場嘉重郎 岡本啓次郎 東失岸組
山嵜組
根古屋組
天区組
小貝戸組
腰越上区 山口寛作 田端才次郎 舘組
赤木組
栗山村
青山下区 大木隆次郎 小高宇之助 大原矢口組
見田組
畑中組
田島組
青山上区 野崎慶次郎 馬場政太郎 根木組
南組
中組
上組
上古寺区 小久保満尊 松本七郎 下組
中組
上組
下古寺区 岡本平兵衛 岡本勝春 下古寺組
増尾区 磯田久五郎 篠江貞造 第一組
第二組
第三組
第四組
飯田区 笠原芳孝 吉田鉾三郎 上組
下組
(注)「大河村区長設置規程二関スル諸届及諸達綴」(澤田家文書452,小 川
町史編纂室所蔵)に より作成。
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この文書のように,大 河村の大正2年 国税 ・県税 ・村税の税徴収期は,5
月と11月 の二回に分けて行われていた。 この両月は納税者 にとって最大の
負担月であり,さ らに米作の収穫および大小麦の蒔き入れの二大繁忙期に重
なっていたために税の未納者も増える傾向にあった。大河村では区長,組 長
に対 して部内納税者を督励 して未納者にならぬよう依頼 している。
また,大 正期には町村税が増徴されたため滞納 も増加 した。八和田村の大
正元年度か ら13年 度に至る国税,県 税,村 税の推移(第9表 ・第10表)に
よれば,村 税は大正期に入って増加 し始め,7年 度から国税額を追い抜いて
いる。一人あた り税額では,大 正元年度の6円89銭 から8年 度に19円45
銭12年 度には25円3銭 と著 しく増加 した。小川町で も町税は,大 正4年
度の6879円 余か ら13年 度には3万1497円 余へ と約4。6倍 の増加をみた。
とくに,県 税雑種税制は9.1倍,営 業税制は8.62倍,所 得税割は約5.0倍 と
増加率が著 しかった(第11表)。 このように,町 村税額の急激な増徴によっ
て,各 町村では町村税の滞納者は増加 した。各町村では区制をおくことによ
り,共 同体的強制のもとに納税の督促を図り,町 村行政を円滑に運営 しよう
としたのである。
雌)地 方改良運動と報徳会
明治24(1891)年4月,八 和田村で八和田村勤勉貯蓄組合が組織 された。
これは23年 度の臨時村会において設立が決議され,八 和田村を区域 と して
組織 されたものである。その目的には 「各自本文ノ業務ヲ励 ミ務メテ節約ヲ
行 ヒ,其 余威 ヲ蓄積シ各自ノ幸福ヲ永遠二保捗セントスル」㈹ と記載された。
八和田村では明治22年 の調査で 「各人民勤勉二朱タ貯蓄ノ届 ヲナシタル者
ナシ」⑳ と報告 されているように,こ の時期までは貯蓄の習慣が定着 してい
なかったといえる。前述のように,八 和田村は明治26年 の郡吏町村巡視報
告で 「徴税ノ難易ハ困難ノ有様ナリ」 と述べられていた。同村では,村 民の
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第9表 八和田村の税額推移 単位:円
国 税 県 税 村 税 合 計
税額
一戸あた
り税額 税額
一戸あた
り税額 税額
一戸あた
り税額 税額
一戸あた
り税額
大正元年度 5,786 10.944,312 8.15 3,644 6.89 13.74 25.98
2年 度 5,684 10.714,240 7.95 4,249 8.00 14,17326.70
3年 度 5,688 10.714,065 7.66 4,038 7.61 13,79125.97
4年 度 5,505 10.373,886 7.32 4,032 7.59 13,42325.28
5年 度 5,54E 10.234,029 7.43 4,205 7.76 13,78025.42
6年 度 5,630 10.194,707 8.51 5,368 9.71 15,70528.40
7年 度 5,923 10.545,936 10.56 7,005 12.4618,86433.56
8年 度 6,58E 11.708,578 15.2310,94819.4526,11446.38
(注)各 年度 『八和 田村勢要 覧』(小 川町史編纂室所蔵)に よ り作成。
第10表 八和田村の村税額推移 単位:円
村 税
税 額 一戸あたり税額
大正9年 度 15,763 26.53
10年 度 15,753 26.52
11年 度 16,004 26.94
12年 度 14,866 25.03
13年 度 14,230 23.96
(注)各 年度 『八和田村勢要覧』(小川町史編纂室所蔵)に より
作成。
生活面において節約を図 り,将 来のために蓄積するとともに納税成績の向上
も意図 していたと考えられる。
小川地域の各町村でも,明 治期には奢修的な生活がみられるようにな り,
この弊害が指摘 されるようになった。明治35年12月 に大河村農会が調査報
告 した 「大河村村是」(22)では,「古昔二於テハ各戸 トモ質素倹約 ヲ旨 トシ衣
食住共二努メテ華奢二流 レザランコトニ注意セシが維新後地方二製糸場ノ続々
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第ll表 小川町の町税推移
単 位1円
年度税別 大正4年 度 大正5年 度 大正6年 度 大正7年 度 大正8年 度
地価割 1,019,8901,017,2701ρ25,890 1,025,5301,644,750
営業割 990,305997,0501,085,3301,373,1302,475.56(
戸別割 3,662.65C3,886,840.158ユ70 4,863,6006,767.04(
所得税割 473,215 562,630 566,210648,3501,868,600
県税雑種税割 733,420 73L710 800.81C 1,297,7502,49f.920
鉱業税付加税 4,060
合 計 6,879,4707,195.50C7,636,4109,20E.3602,258,790
年度税別 大正9年 度 大正10年 度大正11年 度大正12年 度大正13年 度
地価割 1,637,110 23,509 3,231,0203,19L97C 3,142,420
営業割 3,7H.890 5,126,5007,425,4307,812,9908,543,620
戸別割 10,989,8308,718,0307,104,39020,907,18010,787,450
所得税割 3,011,3801,350,6101,94i.7601,885,5102,347.59C
県税雑種税制 3,229,9205,037,9906,324,5607,364,6906,674.51Q
鉱業税付加税 8,660 4,940 21,790 16,680 2,360
合 計 2,258,79022,543,95026,054,95041,149,00031,497,950
(注)『 小川 町決算 表』(小 川町史編纂室所蔵)に より作成。
設立セラル ・二至 リ開港場其他ノ都会ヨリ奢修ノ風習何時 シカ農家二浸染 シ
来 り麦飯モ為二米食 ト変シ綿布モ亦絹糸ヲ交フルニ至 レリ従テ之二伴フ家具
装飾品二至ルマテ非常ノ差異 ヲ生シタリ是蓋シ世上風潮ノ浸染セル所ニ シテ
独本村 ノミ然ルニ非サ レトモ少シク注意スベキ点ナランカ」と述べ られた。
このように,明 治期には製糸業の発展が地域社会を横浜開港場と結びつけた
ため,生 活水準の向上 とともに奢修的な生活も目立つようになった。各町村
では奢修を戒め,勤 倹貯蓄の風習を定着 しようとした。大河村でも 「大河村
村是」策定の機会 に 「大河村(字)(組)風 俗矯正会」を設立 しようとした。
この大河村風俗矯正会規約書(23)によれば,目 的は 「奢移虚飾 ノ弊風 ヲ斥ケ
勤倹貯蓄ノ美徳 ヲ酒養 スル」 ことであった。
こうした風俗改善や勤倹思想の普及は地方改良運動㈲ に受けつがれていっ
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た。この地方改良運動は,日 露戦後経営で膨張した国家財政の影響で逼迫 し
ていた地方経済に関して,地 方財政の補強,精 神的基盤の強化,町 村の国家
的把握などを課題 として展開された。 この運動は神社合祀,部 落有林野の統
一による町村有財産の創出,納 税組合設置による滞納処理,税 収確保,地 方
改良事業講習会,模 範村の設置 ・町村治績の表彰などを具体的内容としてい
た。埼玉県では,明 治42年5月 に島田剛太郎知事が郡長会議の席上 で,自
治矯風奨善 ・強化 ・教育方面での表彰,勤 倹貯蓄の奨励,町 村行政事務の監
督 ・整理,町 村税滞納弊習の改善,町 村基本財産 ・学校基本財産の蓄積,教
育の改善などを内容 とする訓示㈲ をした。
また,地 方改良運動は地方経営の立直 し策として,二 宮尊徳によって説か
れた勤倹貯蓄主義の報徳思想を利用 した。埼玉県では明治40年 頃か ら報徳
運動の県内普及のための講習会参加を募っており,県 内各地 でも42年 ごろ
か ら報徳会の結成が活発化 した㈹。
小川地域では明治44年2月 に竹沢村で下膳報徳会(27)が発起人5人(吉 田
二郎 ・長谷部寅吉 ・田端義一 ・吉田安治 ・吉田十二)で 設立された。同会は,
竹沢村の戸主 ま#は 将来戸主 になるものを もって組織された。同会規約には
目的として 「二宮先生ノ報徳教訓 ヲ重ジ至誠等二当ル」 と述べ られ,時 間厳
守 も規約に盛 り込まれた。同会には実業部,学 術部,慈 善部,娯 楽部が置か
れ,実 業部 と学術部は地方経営の建て直 し策としての具体的内容を もってい
た。実業部は農産物品評会の開催,米 麦模範作の実施,銃 薬の共同販売,共
同農業経営の実施,農 産物 ・副産物の改良発展,肥 料の共同購入を行い,農
業経営の発展によって地方経済の安定を図るものであった。同会では大根立
毛品評会および麦作審査を開催 し,ま た試作地に馬鈴薯を植え付け して同村
の農業技術の発展に取 り組んだ。
また,学 術部は夜学の実施,農 業関係書籍の購入 と閲覧,文 庫の設置と縦
覧の実施を内容 としており,農 業技術の普及および改良のための知識拡大を
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目指 していた。明治45年4月 には内務省参事官の井上友一よ り 『地方経営
小鑑』,「欧米 自治救済小鑑』,『感化救済小観』,『地方行政史料小鑑』,『地方
改良の要領』,『自治の訓練』の地方改良運動関連の六冊が同会に寄贈された。
これ らの書籍は地方改良事業講習会でもテキス トとして使用されるものであ
り,竹 沢村では下勝報徳会を通 して地方改良運動が推進されたのである。
八和田村では明治38年9月 に中爪青年励農労働組が組織され,43年4月
18日 に中爪報徳青年団(28)に改称 した。同会には教育部,宗 教部,産 業部,
労働部,自 治部,購 入部,娯 楽部がおかれていた。教育部では八和田村通俗
巡回文庫を設置 して図書 ・雑誌の回覧を行っていたほか夜学会 も開催 してい
『
た。明治43年 度の図書閲覧人員は94人(男 子87人,女 子7人)に および,
最 も閲覧の多かった図書は二宮尊徳に関する書籍と青年補習教育に関する書
籍であった。 中爪報徳青年団では比企郡農会の指導の もとに,荷 造用縄 ・醤
油樽縄などの農家副業振興に取 り組み,蚕 糸業および蚕種貯蔵法の向上にも
熱心であった。 また,購 入部では肥料の共同購入や甘藷苗の買い入れなどを
行い,40年 代には同会が八和田村の地方改良運動の中心と して活動を展開
した。 さらに,中 爪報徳青年団が中心となって44年3月 に有限責任中爪信
用購買販売組合を創立した。中爪信用購買販売組合は,産 業資金貸付および
貯蓄 ・購買 ・販売を目的として創立 され,当 初の組合員は64人 であった。
地方改良運動では勤倹貯蓄の奨励が行われ,八 和田村では有限責任中爪信用
購買販売組合や中爪報徳青年団がその一翼を担 うこととなった。
このように,地 方改良運動が展開するなかで小川地域でも下勝報徳会,中
爪報徳青年団が結成 された。これらの報徳会は農業を中心 とした生産性の向
上を目指 して疲弊 した農村の復興を目指 したほか,勤 倹貯蓄思想の洒養によっ
て支出の削減を図った。また,町 村税滞納弊習の改善なども盛 り込まれてお
り,地 方改良運動の精神的支柱たる報徳会活動によって地方税徴収の向上を
も運動として打ち出していたのである。
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㈹ 風俗改善運動と民力酒甕運動
大正期には第一次大戦を契機として民主主義 ・個人主義 ・社会主義などの
西欧思想が日本に流入 してきた。米騒動をは じめ労働運動や小作争議が多 く
発生 したのもこれらの影響によるものであり,体 制側か らみれば国家主義的
体制を破壊する脅威 ともなってきた。また,第 一次世界大戦による好景気に
より人々の所得が増加 し,生 活が奢修に流れるな どの弊害 も現れてきた。風
俗改善運動や民力酒養運動は,か かる時代背景の もとに内務省を中心として
国民観念の確立を主たる目的とした展開されることとなった。
内務省は各府県に対 して風俗矯正を推進するために,大 正6(1917)年5
月に 「民力酒養および貯蓄奨励に関する件」,7年 に 「勤倹貯蓄 に関す る訓
令」を発 した。 これを受けて,埼 玉県で も風俗改善に取 り組むこととなり,
7年12月 には時間の厳守,冠 婚葬祭費用の節約について県民に告諭 し,さ
らに各町村にも訓令 した。各町村では風俗改善申合規則が制定されることに
な り,8年3月 までに県内254町 村で制定されるに至った(29)。
小川地域では大正8年4月 に大河村で 「風俗改善二関スル大河村 申合規
約」(30)が策定された。
風俗改善二関スル大河村申合規約
本村住民ハ旧来ノ弊習ヲ匡メ総テ虚礼假飾二渉ルモノハ之 ヲ廃止シ専ラ質素勤倹
ヲ旨 トシ左記事項ヲ遵守スルモノ トス
ー、旧来ノ関係及居住地ノ便宜 ヲ参酌 シ十戸内外 ヲ以テ組合 ヲ組織スルコ ト
ー、組合員ノ互選ヲ以テ組頭一人 ヲ定メ組長二届出テ組長ハ区長二通シ置 クコ ト
組頭ノ任期ハ四 カ年 トス但再選スルコ トヲ得
一、組合員ハ其ノ組合内二於ケル公私ノ事 ヲ共同処弁スルモノトス若シ組合内ニ
テ処弁スルコ ト能ハス隣組合ノ援助ヲ請フ必要アル トキハ組長二申出デ其ノ指
揮ヲ受クルモノ トス
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一、時間励行二関スルコト
本村住民ハ各種ノ会合時間ヲ確守スルコト若シ病気其ノ他ノ事故二依 リ遅刻又
ハ欠席セントスル者ハ予メ其 ノ旨ヲ申出ツルモノ トス但遅刻又ハ欠席シタル者
ハ其 ノ会合二於テ定メタル総テノ事項利害ノ如何三揃ハラズ共同責任者 タルコ
ト
ニ、冠婚葬祭二関スルコト
冠婚葬祭ノ儀式ハ良習慣 ヲ失ハサル限り質素簡朴ヲ旨トシ華美虚礼二流レサル
様注意スルコ ト且此ノ場合ニハ必ス組頭二申出テ協議スルコト
(イ)婚 儀其ノ他慶事ノ祝宴ハ親族縁故者隣保以外ノ招待 ヲ省キ配 り物 ヲ以テ
招待二換ヘルコト
(ロ)酒 宴パー座五献以内トシ衛生ヲ重シ私二盃ノ献酬 ヲナサザルコ ト且勉メ
テ時間ノ短縮 ヲ計ルコト
(ハ)嫁 、智、養子等ノ披露ノ為メ訪問スルハ関係者ノ家ノミトシ紙一帖ヲ以
テ名刺 トス
(二)区 内若クハ部落内二死亡者アリタル トキハ其ノ区内若クハ其部落内毎戸
ヨリ香彙 トシテ金二銭以上金五銭以下ヲ集金シ喪主二贈 リ一般二会葬スル
コト但集金者ハ前出葬者 トシ集金ノ際出棺予定時刻ヲ告グルコト
(ホ)葬 儀其ノ他ノ法養(要)年 回等ノ仏事 ノ場合ニハ各其ノ身分二応シ三組
合以内ノ人員ヲ以テ執 り行フモノ トス但親戚故旧等ノ関係者ハ其ノ旨実行
委員二通シ置クコト
(へ)一 般会葬者ニハ膳部 ヲ供セサルコト但即時又ハ後日悔返シヲ贈ルハ任意
トス猶遠来ノ会葬者並二手伝者二膳部ヲ供スルハ此ノ限 りニアラズ
(ト)仏 事 ノ供養ニハ一切酒 ヲ用ヘサルコト
(チ)従 来行ハレ居ル添見舞ハ廃止スルコト
(リ)造 花弔旗等ノ寄付ハ廃止スルコト但公共事業二対シ特殊ノ行為ア リタル
モノニ付テハ此ノ限 りニアラズ
(ヌ)婚 葬ノ後慰労 ト称 シ酒宴 ヲ開クコトハ可成廃止スルコト
(ル)出 産見舞、破魔矢、羽子板、雛、鯉幟等 ヲ贈答スル場合ハ長男長女二限
ルコト
(ヲ)帯 直ハ可成省略スルコ ト
前記各項節約 シタル費用ノ幾分 ヲ公共事業村基本財産若ハ小学校基本財産 トシテ
寄付スルコ ト
三、兵士入営帰郷者二関スルコ ト
(イ)壮 丁ノ入営現役兵除隊者ノ送迎ハ其ノ区若 クハ部落限リノモノトシ鎮守
ノ社頭二於テ送迎ノ祝意ヲ表スルコ ト
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(ロ)入 営帰郷ノ際酒宴 ヲ開キ又ハ饅別土産品等ノ贈答ハ廃止スルコ ト但親戚
故旧ハ此ノ限ニアラズ
(ハ)現 役兵入営 ノ際ハ紀念 トシテ夏冬兼用ノ軍服一着ヲ贈呈スルコ ト但其ノ
費用ハ村内一般 ヨリノ寄附ヲ以テ之二充ツ
四、新年賀礼ノコト
(イ)一 月一 日午前八時鎮守ノ社頭二参集 シ互二祝意ヲ表シ総代 トシテ区長ハ
小学校拝賀式二参列スルコ ト
(ロ)字 内ノ回礼ハ廃止スルコ ト但親戚縁故者間及他字ハ任意 トス
五、其 他
(イ)日 待八一ケ年三回内外 トス
(ロ)留 守見舞、普請見舞、等二於ケル金品ノ贈答ハ廃止スルコト但親戚縁故
者ハ此ノ限 りニアラズ
(ハ)寄 附勧化ノ申込 ミアリタル トキハ個人二於テ之二応 シ又ハ四隣ヲ勧誘ス
ヘカラス一応区長二申出テシメ区長ハ事ノ如何ニヨリ組長 ト協議 シ採否 ヲ
決シ申込者二通知スルコト
(二)前 記各項規約ノ外実行上善良 ト認ムル各区若クハ各部落二於テ適応ノ事
項 ヲ設クルコトハ防ケナシ
一 本規約ヲ実行センガタメ村会議員区長及区長代理者ヲ励行委員 トシ組長副組
長及組頭ヲ実行委員 トシ其 ノ部落 ノ改善 ヲ図ルモノ トス
一 本規約改正増補ノ必要ヲ生シタル トキハ委員会ノ協議ニヨリ改定スルコトヲ得
この申合規約では遵守項 目として各種会合の時間励行,冠 婚葬祭の質素簡
略化,兵 士入営及び帰郷者に関すること,新 年賀礼などに関するものを掲げ,
旧来の弊習を改め,虚 礼仮飾に関わるものを廃止 し,専 ら質素倹約を旨とす
るものとした。 とくに,冠 婚葬祭については12項 目にわたる規程をな し,
質素簡朴として華美虚礼に流れないように注意 している。諸慶事の祝宴につ
いては,親 族縁故者等以外の招待を省き,酒 宴は勉めて時間を短縮すること。
また,出 産に際 して羽子板 ・雛 ・鯉幟等を贈答する場合は長男 ・長女に限る
などの事項が盛 り込まれていた。 しか も,こ うして節約 された費用の一部 は
公共事業,村 基本財産,小 学校基本財産として寄付することが望まれていた。
また,同 村では10戸 内外をも6て 組合を組織 し,組 合員 の互選によって組
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頭を選任 した。組頭の名前は組長に届け出られ,組 長は区長 にこれを通 して
おくことが決定されている。 この規約の実行を確実にするために,村 会議員,
区長,組 長代理者を励行委員に,組 長,副 組長,組 頭を実行委員に任命 して
いる。 このように,大 河村の風俗改善運動は村民の共同体意識 に働きかけて
下部組織からこの申合を徹底 しようとしたのである。
大河村では8年 に節米申合規約を制定 した。 これは,内 地米に外米または
麦等を混入 して節米に努めること,麺 類等小麦粉の利用に努めることなどを
内容としていた。 この規約は米騒動およびシベ リア出兵による内地米高騰に
よる米不足に対 して外米および代用食の利用を推奨 して生活を改善すること
を述べたもので,当 時の国民的課題にも対応するものであった。
一方,内 務省は大正8年3月 に 「戦後民力洒養に関する件」を訓令 し,国
家観念の養成,自 治観念の陶冶,勤 倹力行などの五大要綱を示 した。 これを
うけて,埼 玉県でも同年6月 に 「戦後民力酒甕実行要 目」を各郡および各町
村に示達 した。小川町(31),大河村(32),八和田村㈹ では翌9年1月 に 「戦後
民力洒養実行細 目」を作成 した。
この細 目によれば,ま ず第一に 「国民的信念 ヲ旺盛ニスルコト」が掲げら
れ,健 全な国家観の養成,自 治の観念の陶冶,公 共心の洒養などが要項 とさ
れた。この実行要 目としては,国 史の要諦の修得,国 民道徳の鼓舞,敬 神崇
祖,神 社財産の整理 ・基本財産の造成,国 旗の掲揚,'立 憲 自治の基礎道徳な
どが挙げられた。また,こ の実行のために青年団,在 郷軍人会などが中心的
推進役となって公民的修養に努めるように意図された。さらに,細 目の第二
としては'「生活 ヲ改善 シ其安定 ヲ期スルコト」が掲げられ,先 の風俗改善運
動を徹底 して勤倹力行の美風を作興 して生産資金を増殖 し,生 活の安定を図
ることが 目標 とされた。実行要 目としては社会的事業への善導,隣 保相助の
方法,地 主小作関係および労使関係の和協,信 用組合の活動,保 険思想の普
及,娯 楽改良の方法,勤 労の奨励,貯 蓄の奨励,時 間確守の励行,冠 婚葬祭
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費用の節約などが挙げられた。また,小 川町,大 河村,八 和田村の 「戦後民
力酒養実行細 目」では,地 方 自治の基礎道徳の陶冶が掲げられ,こ のなかで
税金の納税に関 しても触れられている。
(前 略)
一、立憲自治ノ基礎道徳ヲ陶冶スルコ ト
ー、町村会同ノ際適当ナル場合二於テ、憲法発布ノ勅語 ・自治制発布ノ上諭等
ヲ奉読 シ、其ノ御趣旨ノ存スル所ヲ周知体得セシムルコ ト
ニ、公共心 ・義務心 ・公徳心 ・責任観念 ・公明正大ノ精神 ・独立心等二関シテ
ハ、特ニ一般民衆ノ自覚ヲ促 シ之ヲ体現スル様努力スルコト
ニ、立憲 自治の要義 ヲ了得セシメ其実践 ヲ挙グルコト
ー、町行政当路者 ・小学校教員 ・神官 ・僧侶 ・諸宗教師 ・青年団役員 ・軍人分
会役員 ・農会役員 ・産業組合役員 ・其他団体役員重立者 ヲ以テ一団 トセル会
ヲ組織シ、行政機関ノ常助機関タラシムル事、同時二公共犠牲 ノ精神漕養ノ
機関タラシムル事
二、行政事務会ハ自治展覧会 ・自治講習会等 ヲ開催 シテ、 自治観念ノ向上 ・町
名誉職員及吏員中心人物ノ養成等ヲナスコ ト
三、戸主会ヲ組織シ其ノ活動二依 リ、法令ノ周知徹底 ・町民 ノ共同輯睦 ・自治
ノ振興ヲ図ルコ ト
四、納税組合ヲ組織シ納税ノ簡捷ヲ図ルコ ト
五、青年団員及在郷軍人会其他有識者ヲシ、優良事蹟ヲ視察セシムルコ ト
六、自治演劇等ヲ開催シ選挙道徳 ・納税義務心 ・自治思想ノ普及二努ムルコト
七、左記方法二依 り町又ハ学校基本財産ノ増殖ヲ図 り、公共的精神ノ洒養 ヲ図
ルコト
イ、風俗改良申合規約二基キ、冠婚葬祭ノ際ハ各自応分ノ寄附ヲナサシムル
コト
ロ、随時寄附ヲ推奨スルコト
ハ、土地 ノ状況二依り植林ノ計画ヲ樹ツルコト
ニ、毎年度町費ヨリ積立額 ヲ増加スルコト
(後 略)
このように各町村では戦後民力酒養運動の中で納税組合の組織によって納
税の簡捷を図り,納 税義務心の普及のために自治演劇を開催するとしている。
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また,公 共心 ・義務心 ・公徳心 ・責任観念 ・公明正大の精神 ・独立心等の体
現に努力するようにも述べ られている。さらに,行 政担当者,小 学校職員,
神官,僧 侶,在 郷軍人会,農 会役員などを もって組織する行政機関の幕助機
関を結成 しようとした。地方経費の増大か ら地方財政が膨張した自治体では,
小川町,大 河村,八 和田村の事例にみるように,村 民に対 して地方 自治につ
いて理解を深めて もらうとともに,村 の重立者で構成 される行政機関の常助
機関が中心となって公共心や義務心などの酒養を行 って行政の建て直 しに強
制的に協力させようとしたのである。
戦後民力酒甕に関す る実行項 目が明確になるにつれ,各 町村での役場事務
も繁忙となった。大河村では大正8年 度に庶務事務が戦後民力関係事務のた
めに増大 し,前 年 に比 して416件 増加 して2446件 となった㈱。 しか し,大
正9年3月 の反動恐慌以後,民 力酒甕運動は順調に展開するには至らなくなっ
た。大正10年,埼 玉県では民力酒養宣伝のための講演会を県内各地で実施
する旨を発表 し,小 川町でも同年10月 初旬に実施されることが予定 されて
いた(3`)。なお,大 正11年9月 には内務省が 「消費節約二関スル件」を地方
長官に通牒 し,消 費節約と勤倹貯蓄運動を更 に徹底させることになった。
《注》
(1)亀 掛川浩 「地方制度小史』(昭和37年,勤:草 書房)68-69頁 。
(2)井 ケ田良治他編 「日本近代法史』(昭和37年,法 律文化社)104-106頁 。
(3)各 市町村では,市 制市町村に定める条項のほか,使 用料,手 数料,特 別税お
よび区町村費に関する細則は市町村条例を もって定めるものとし,そ の条例に
'は科料1円95銭 以下の罰則を設けることができた(前 掲 『地方制度小史』,69
頁)。
(4)「 小川町町村条例」(島 田旭家文書53,小 川町史編纂室所蔵)。
(5)明 治22年12月21日 に国税滞納処分法が公布され,翌 年1月1日 より施行
された。関税を除き,国 税の滞納にかかわるものは,す べてこの法律によって
処分された。滞納者は督促令状をうけてか ら5日 以内に税金を完納しないとき
には,そ の所有財産を差 し押さえられ,売 却の上で税金が徴収 されるものとし
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た。小川町では国税徴収のほか,町 税徴収で もこの法律に準拠 したと考えられ
る。なお,国 税処分法は明治30年3月 に廃止された(前 掲 『日本近代法史』
157-158頁)。
(6)「 竹沢村町村条例」(竹 沢村役場文書,小 川町史編纂室所蔵)。
(7)「 郡吏町村巡視報告」(埼 玉県行政文書 『県治』,明807-1-1)。
(8)f埼 玉県比企郡大河村条例」(埼 玉県行政文書 『県治』,明2200-19)。
(9)「 時局三際シ左 ノ誓約ヲナス事」(竹 沢村役場文書,小 川町史編纂室所蔵)。
(10)「 大河村大字飯田規約」(小 川町史編纂室所蔵)。
(11)各 町村では国税 ・県税の滞納はな くなりつつあった。大河村の明治37年 度
の国税滞納者は19人,県 税滞納者は4人 にすぎなかった(『大河村事務報告書 ・
明治37年 度』,小 川町史編纂室所蔵)。
(12)『 竹沢村事務報告書 ・明治43年 度』(小 川町史編纂室所蔵)。
(13)同 上
(14)「 表彰状」(小 高隆志家文書394,小 川町史編纂室所蔵)。
(15)『 小川町事務報告書 ・大正4年 度」(野 口和夫家文書1252,小 川町史編纂室
所蔵)。
(16)『 小川町事務報告書 ・大正5年 度』(小 川町役場文書,小 川町史編纂室所蔵)。
(17)『 大河村事務報告書 ・大正4年 度』(小 川町史編纂室所蔵)。
(18)「 大河村区長及区長代理設置規程」(「大河村区長設置規程二関スル諸届及諸
達綴」,澤 田家文書80,小 川町史編纂室所蔵)。
(19)「 納税督励依頼」(「大河村区長設置規程二関スル詰屈及諸達綴」,澤 田家文書
80,小 川町史編纂室所蔵)。
(20)「 八和田村勤勉貯蓄組合規約」(松 本敏治家文書362,小 川町史編纂室所蔵)。
(21)「 比企郡八和田村役場事務現行取調書」(本 多家文書1262,小 川高校蔵)。
(22)『 埼玉県比企郡大川村々是調査書(明 治35年12月)』(小 川町史編纂室所蔵)。
(23)「 大河村(字)(組)風 俗矯正規約書」(前 掲 「埼玉県比企郡大川村々是調査
書(明 治35年12月)」 所収)。
(24)明 治41年10月13日 に 「戊申詔書」が発布されたのを契機 として地方改良
運動が展開された。 日露戦争後,日 本資本主義は発展 し,西 園寺公望内閣の自
由主義的政策の中で個人主義的な快楽主義が強 くな りつつあった。また,こ の
時代は社会主義思想が台頭して社会主義的政治運動も活発化 してきた。41年7
月に成立した第二次桂内閣は,こ うした風潮に対 して危機感をもち,階 級的な
強調 と奢修の戒めを内容とした 「戊辰詔書」を発 したのである。
(25)『 埼玉新報』(明 治42年5月27日)。
(26)埼 玉県の地方改良運動については,『 八潮の地方改良運動』(昭 和59年,八
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潮市)を 参照されたい。
(27)「 下膳報徳会記録」(田 端利夫家文書33,小 川町史編纂室所蔵)。
(28)「 中爪報徳青年団沿革」(本 多章信家文書624,小 川町史編纂室所蔵)。
(29)前 掲 『八潮の地方改良運動』,292-294頁 。
(30)「 風俗改善二関スル大河村申合規約」(野 口和夫家文書138,小 川町史編纂室
所蔵)。
(31)「 戦後民力酒養実行細目(埼 玉県比企郡小川町役場)」(関 根賢司家文書138,
小川町史編纂室所蔵)。
(32)「 戦後民力酒養実行細目(埼 玉県比企郡大河村役場)」(増 尾区有文書38,小
川町史編纂室所蔵)。
(33)「 戦後民力酒養実行細目(埼 玉県比企郡八和田村役場)」(堀 越衛家文書71,
小川町史編纂室所蔵)。
(34)「 大河村事務報告書 ・大正8年 度』(小 川町史編纂室所蔵)。
(35)『 東京日々新聞』埼玉版(大 正10年8月20日)。
お わ り に
本稿では日露戦後期か ら大正期の地方財政と地域社会について埼玉県比企
郡小川町を中心として考察してきた。 この時期,地 方財政は国政委任事務の
地方委譲にともない膨張期を迎えた。 とくに,地 方財政支出では教育費,衛
生費,警 備費などの増加が著 しく,こ れらの支出を賄うためには地方税の徴
収強化が急務となった。小川地域でみたように,各 市町村では地方税などの
滞納を防止するために督促手数料条例を制定 して罰則規定による罰金で納税
を強制 しようと試みた。各市町村では大正期に入るや行政事務数が急増 して
おり,こ れらの事務経費削減のためにも罰則規定は必要になったのである。
罰則規定 に加え,こ の時期 には区制の設置も行われ,区 の下部組織として
組が結成 された。 これにより,村 長一区長一区長代理一組長一組員という垂
直的な命令系統が完成 した。 こうした命令系統を利用 して,村 長は地方税の
納税促進を図るようにな り,末 端の組員は地方税納税の円滑化を上から要請
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されることになった。
一方,明 治末期から開始 された地方改良運動は,大 正期にかけて地方自治
体の再興を目指 し,さ らには国民的思想の酒養を推 し進めた。 また,大 正期
の半ばから風俗改善運動や民力酒甕運動が内務省を中心として展開され,自
治意識の酒養,勤 倹思想の普及,納 税思想などが強 く叫ばれるようになった。
また,こ れ以降の教育費の増大は著 しく地方財政を破綻に追い込むほどになっ
た。こうしたなかで,報 徳運動,風 俗改善運動,民 力酒養運動は,町 村民の
勤倹思想を向上させて節約を奨励 した。 これらの運動は,督 促手数料条例や
区制の設置による地方税徴収強化とともに納税者の納税意識の向上 に寄与 し
たといえる。 しかし,こ れらの運動を通 して国による徴税強化策が地域社会
の共同体意識を下部から誘発する形で実行された。大正期にはこうした運動
の展開により,国 家による地方管理がより厳 しいものとなったのである。
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